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１ 子どもシェルターのなりたち
• 今晩泊まるところのない、十代後半の子どもとの出会い
１）子どもの人権１１０番相談担当弁護士として
２）少年事件の付添人として

・児童相談所の一時保護所はあるけれど…
１）18歳・19歳問題
２）児童相談所や一時保護所の大変な実情



○子どもシェルターとは？
「今日帰るところがない！」という子どもたちが入居し、衣食住や金銭の
心配なく生活することができる緊急の避難先です。温かい手作りの食事と
ぐっすり眠れる個室が提供され、子どもたちは家庭的な暮らしのなかで心
身を休められます。子ども本人が会議に参加して、これまでのこと・これ
からのことなどを子ども担当弁護士やシェルター職員、児童福祉司等の連
携機関のおとなたちと話し合い、約１～２か月の滞在期間中に次の生活の
場を見つけ、巣立っていきます。（平成10年4月22日付通知「児童自立生
活援助事業（自立援助ホーム）の実施について」「第12 その他」参照）



○自立援助ホームとは？
親元で暮らすことが難しい子どもたちが就労し、自立を目指して生活する
場です。入居すると就職活動を行い、仕事をし、アパート自立に向けて貯
金をします。滞在期間は半年から１年程度、ある程度の寮費を納めてもら
いますが、地道に働いているとかなりの額が貯まります。その間、ホーム
では、家事やコミュニケーションなどの生活のためのスキルを身につけら
れるように、職員が共に暮らしながらサポートします。高校や専門学校に
通いながら働く子どもや高卒認定試験などに取り組みながら働く子どもも
います。（児童福祉法第6条の3、第33条の6「児童自立生活援助事業」）



２ 子どもシェルターのしくみ
• カリヨン子どもセンターの場合を例に、説明します。
①東京弁護士会子どもの人権110番への相談を受理。
原則として相談担当者が子ども担当弁護士（コタン）になります。

②入居判断。
カリヨン担当弁護士（カリタン）が事情を聴き本人の意思を確認します。

③シェルターへの入居・職員によるインテーク面接
④児童相談所への虐待通告



⑤児童相談所の対応（都の児童相談所との協定に基づく）
１８歳未満は一時保護委託
１８歳以上はシェルター委託（自立援助ホーム委託）

⑥入居時ケース会議 入居から１週間以内、本人、関係者とSVが同席。
本人の話・希望を聞き、情報の共有、課題の整理、方針の検討を行い、役
割分担を確認します。
⑦毎日の日報、必要に応じてのケースメール、ケース会議の開催
⑧概ね２か月以内に、自立援助ホーム、児童養護施設等の施設、住み込み
先への転居または親子関係調整のうえの帰宅



４ 子どもシェルターの理念・方針
（理念）
虐待を受け、孤立している子どもの人権の回復をはかる（「ひとりの人

間としてその言葉に耳傾け、ひとりぼっちにしない」）

（方針）
理念をたくさんの支援者たちが共有し、子どもの人生に対して無力であ

ることを自覚しながら、緊密なスクラム連携をもって、子どもを真ん中に、
子どもと共に歩む



５ 子どもシェルターの特色
１）子どもの権利保障の実現
・ひとりひとりの子どもに、子ども担当弁護士がつきます
・子どもの声を聴き、子どもが動き出すのを待ち、支えます
・ケース会議には必ず子ども本人が出席します
２）子どもの人権とは何か
①生まれてきたよかったね。ありのままのあなたでいい。
②ひとりぼっちじゃないんだよ。
③あなたの道はあなたが選び、あなたが歩いていい。



３）多機関連携による総合的支援の実現
～関係者の対等なパートナーシップが鍵
児童福祉、女性福祉、生活保護、弁護士、家庭裁判所、保護観察所、医

療、心理、教育、文化・スポーツ
情報の共有
方針の一致
役割分担

※児童福祉法等の改正と10代後半の子どもをめぐる状況の変化



６ これまでの対応件数
カリヨン子どもセンターは、2004年6月にNPO法人としてスタートし、そ
の年に子どもシェルター「カリヨン子どもの家」を開設した。その後、２
つの自立援助ホームを開設し、2008年4月、社会福祉法人となって従来の
事業を承継し、さらに男子用の子どもシェルターを開設しました。
これまでにカリヨンの子どもシェルターを利用した子どもたちは455名、
同じく自立援助ホームを利用した子どもたちは148名に上ります。退去後
もカリヨンを実家のように思ってくれるOB・OGも少なくありません。
新型コロナウイルスで緊急事態宣言が出されている間も、子どもシェル
ターも自立援助ホームも子どもたちを受け入れ、ともに暮らしてきました。



７ 全国への拡がり
子どもシェルターは、全国各地に拡がっています。
2011年3月、各地の子どもシェルターがあつまり、子どもシェルター全国
ネットワーク会議を立ち上げました。このゆるやかな組織は、全国各地で
子どもシェルターを設置運営する団体の設立支援、経験交流、研修、連携
協力等を行い、困難を抱える子どもの権利保障の実現をめざす活動を行っ
ています。全国ネットの活動もあって、子どもシェルターが自立援助ホー
ムの一類型として公的補助を受けられるようになりました。
2021年6月現在、全国で17地域・18の子どもシェルターがこの全国ネット
に参加しています。（今年、佐賀県と群馬県で子どもシェルターが開設さ
れました。）



８ 今後の課題
精神を病んだり障害を抱えたりする子どもの行き場のなさ…、児童福祉の
領域の支援を受けられなくなった若者の孤立と困難…と、制度の狭間に
陥った子ども・若者のニーズが見えてきています。
○精神医療や心理的なケアとのより緊密な連携
○退所した子どもたち（ケア・リーバー）のアフターケア
が大きな課題です。

（以上）
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